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障害者権利委員会
第35回会期（8月12日～27日）
2026年8月27日、ジュネーブ

高齢者の権利に関する法的拘束力のある文書に向けて：
国連障害者権利条約（CRPD）に基づく、障害のある高齢者の権利の促進、保障、および確保

国連障害者権利委員会（以下「CRPD委員会」）は、高齢者の人権に関する政府間作業部会の動向に関心を寄せて注視しており、人権理事会が決議A/HRC/RES/58/13において、高齢者の人権の促進、保障、および完全な享受の確保を目的とする「高齢者の人権に関する法的拘束力のある国際文書」の草案を策定し、人権理事会に提出するという任務を決定したことを歓迎する。
この目的に沿うべく、CRPD委員会は、高齢者の人権に関する政府間作業部会の議長が起草した「高齢者の人権に関する法的拘束力のある文書に向けて」と題する検討文書（reflection paper）[footnoteRef:1]について、いくつかの意見を述べたい。この文書には、提案された法的拘束力のある文書の構成およびいくつかの基礎となる規範的原則が盛り込まれている。 [1: 高齢者の人権に関する政府間作業部会「高齢者の人権に関する法的拘束力のある文書に向けて｣(2026年7月）。] 

（訳注　この政府間作業部会とそこでの議論については、日本障害者協議会（JD）のサイト「高齢者人権条約の準備・国連」（https://www.jdnet.gr.jp/report/26_05/260501.html#3）も参照のこと。そこには上記人権理事会決議や議長による検討文書の仮訳も紹介されている。ただしこの検討文書は「2026年７月第1回作業部会」の項の「議長による『思考のヒント』報告」(wordファイル）というタイトルとなっている。
CRPD委員会は、障害と加齢の間に強い相関関係があることを認識している。平均して、65歳以上の高齢者の半数以上が障害のある人である。障害の出現率は加齢とともに大幅に増加し、特に80歳以上の高齢者において顕著である。したがって、この相関関係を示すデータを盛り込み、国連障害者権利条約（「CRPD」）で定められた障害の概念および一般原則に言及する条項を挿入することが重要である。これらの条項は、障害のある高齢者が父権主義的な扱いを受けたり、意思決定から排除されたり、施設収容の状況に置かれたりしている状況に対処する上で中心的な役割を果たすものである。
障害のある人（障害のある高齢者を含む）の権利は、CRPDの下で保障されており、この条約は他の人と平等にその権利を享受するための規範的な法的義務を定めている。
提案されている「高齢者の人権に関する法的拘束力のある国際文書」が、既存の権利と整合性を保つことが極めて重要である。なぜなら、人権文書間の不一致は、障害のある人が加齢するにつれてその権利を損なう可能性を生むからである。
CRPDはその条項で、障害のある高齢者が抱えるいくつかの懸念に具体的に言及している。この点に関連して、CRPDは、とりわけ、平等と無差別、法的能力、自立生活、アクセシビリティ、健康、ハビリテーションおよびリハビリテーション、支援機器や移動用機器の入手可能性と手頃な価格、その他多くの分野に関する基準と原則を定めている。CRPDで定められた基準は、高齢者の権利に関連するいかなる新しい文書においても尊重されなければならない。
CRPDおよび関連する文書や法理（jurisprudence　訳注　ここではCRPD委員会による総括所見や一般的意見で示された法的解釈のこと）に定められた法的要件を尊重することの重要性を示す例としては、以下のものが挙げられる。
第5条（平等および無差別）。障害と高齢化の両方に関連する多重的・交差的な差別から保護すること。
第6条（障害のある女性）。障害のある高齢女性は、低所得、ケアへの依存度の高さ、暴力やネグレクトのリスクの大きさなど、多重的・交差的な差別およびそれに関連する影響にしばしば直面しているため、この条項を認識することが重要である。
第9条（アクセシビリティ）。CRPDに反映された高い基準と法的義務は、障害のある高齢者が社会や経済に参加し、独立を維持するために不可欠である。
第11条（危険な状況および人道上の緊急事態）。この条項の承認により、障害のある高齢者や加齢に伴い機能障害が生じた高齢者が、アクセシブルなサービスを利用できるようになる。というのも、障害のある高齢者は、熱波、洪水、パンデミック、紛争、避難などの状況において、しばしば不釣り合いに大きなな影響を受けるからである。
第12条（法の下の平等な承認）。この条項は、法の下の平等な承認と、支援付き意思決定の利用可能性を保障する。また、この条項は、法的能力の剥奪や代理決定の措置を禁じており、これは知的障害や精神（psychosocial）障害のある高齢者にとって重要な意味を持つ。
第13条（司法へのアクセス）。本条の認識は、障害のある高齢者に合理的配慮および手続き的配慮を提供する措置を扱う。司法へのアクセスの観点から、こうした配慮は、虐待の通報、後見制度への異議申し立て、または救済措置へのアクセスに関連する事例において特に重要である。
第14条（身体の自由と安全）。本条の承認により、加齢に伴い生じた障害が、障害のある高齢者の自由の剥奪を正当化する理由として用いられることがないことが保証される。これにより、虚弱、認知症、または支援ニーズを理由として、施設収容、ケア施設への収容、あるいは制限的な措置が正当化される状況に対処することになる。
第16条（搾取、暴力および虐待からの自由）。この条項の承認は、家庭内外を問わず、障害のある高齢者を暴力、虐待、ネグレクト、搾取から保護する。このような承認は、施設や家庭の環境において、虐待、ネグレクト、経済的搾取、過剰投薬、および虐待のリスクが特に高い障害のある高齢者にとって極めて重要である。
第17条（個人をそのままの状態で保護すること）。この条項の承認は、障害のある高齢者の身体的および精神的な尊厳を、他の人と平等に保護する。このような保護は、長期ケアの現場における身体的拘束、同意のない医療的介入や治療、およびその他の類似した慣行にも及ぶ。
第19条（自立生活と地域社会へのインクルージョン）。この条項の承認は、障害のある高齢者がどこで、誰と暮らすかを選択する権利、ならびに在宅支援、居住支援、地域支援サービスを利用する権利を認めるものである。施設入所中の障害のある高齢者が多数存在し、彼らが自宅や地域社会で暮らし続けられるよう支援する代替手段が不足している現状を鑑みると、こうした権利はとりわけ重要である。
第20条（移動の自由）。この条項が認められることで、障害のある高齢者に対して、移動補助具、補助器具、支援サービス、およびバリアフリーな交通手段の提供が求められることになる。こうした支援は、障害のある高齢者の自律、社会参加、および医療へのアクセスにとって不可欠である。
第21条（表現と意見の自由および情報へのアクセス）。この条項の承認は、障害のある人が、手話言語、点字、補助・代替コミュニケーション、およびその他すべてのアクセシブルな手段、様式、形式を通じて、一般市民を対象とした情報にアクセスする権利を扱う。一般市民にサービスを提供する民間団体やマスメディア事業者は、公式の広報やサービスを障害のある人が利用しやすいものにするよう奨励されている。こうした権利は、社会的包摂を促進し、障害のある高齢者が重要な情報を受け取り、十分な情報に基づいた意思決定を行えるようにするために特に重要である。
第22条（プライバシーの尊重）。居住型ケア施設、病院、支援サービスにおいては、プライバシーが制限されたり見過ごされたりすることが多いため、障害のある高齢者の個人情報、健康情報、リハビリテーションに関するデータのプライバシー保護が重要である。
第25条（健康）。本条の承認により、他の人々と同等の基準、選択肢、品質を備えた、無料または手頃な価格の医療の提供が確保される。これには、自由意思に基づく、かつ十分な情報に基づく同意を前提とした無料または手頃な価格の医療の提供も含まれる。というのも、障害のある高齢者は、医療、リハビリテーション、緩和ケア、予防措置へのアクセスにおいてしばしば障壁に直面するからである。本条の承認は、年齢や障害を理由に治療が不十分であったり、ケアの配分において差別的な制限が行われたりする場合にも重要である。
第26条（ハビリテーションおよびリハビリテーション）。本条の承認は、ハビリテーションおよびリハビリテーションサービスへのアクセス権を保障し、障害のある高齢者がこうしたサービスを拒否されることを防ぐものである。こうしたサービスは、病気、怪我、または加齢に伴う機能障害の後、たとえ「治癒」が見込めない場合でも、機能の回復と維持、および機能の退行を軽減するために不可欠である。
第28条（相当な生活水準と社会的保障）。この条項の承認は、障害のある高齢者が、適切な食料、衣類、住居、社会的保障、および障害に関連する費用への支援を受ける権利を保障する。多くの障害のある高齢者が、貧困、障害関連の追加費用、不十分な年金、エネルギー貧困、アクセシブルな住居や支援サービスへの障壁といった課題に直面しているため、このような承認は極めて重要である。
第29条（政治的・公的活動への参加）。障害のある高齢者は、施設収容、アクセシビリティの欠如、または法的能力の否定により、投票から排除される可能性があるため、本条の承認は重要である。
第30条（文化的生活、レクリエーション、余暇、スポーツへの参加）。この条項の認識は重要である。なぜなら、年齢や障害を理由に排除されるリスクにさらされている障害のある高齢者の、包摂と帰属感を促進するからである。このような排除は、尊厳や生活の質に悪影響を及ぼす可能性がある。
第31条（統計およびデータ収集）。障害のある高齢者が直面する特有の課題を踏まえ、正確かつ分類されたデータや統計が収集されることを確保することが重要である。これにより、障害のある高齢者を対象としたあらゆる措置が、証拠に基づいたものであり、彼らのニーズに応えるものであることが保証される。
第33条（国内における実施と監視）。CRPDに沿って高齢者の人権が確実に実施されるよう、国家レベルで効果的な監視体制を整備することが重要である。国家監視体制の有効性を確保するためには、障害のある高齢者と綿密に協議し、その監視機能のあらゆる側面において彼らが積極的に関与できるようにしなければならない。
さらに、CRPD委員会は、検討文書「障害のある高齢者の人権に関する法的拘束力のある文書に向けて」において、加齢が政策上の課題（policy challenge）として捉えられており、（加齢に伴う障害をもつ可能性のある高齢者の権利を保障することにより）平等を促進する機会としてとらえられていないことについて、懸念している。CRPD委員会は、特にインクルーシブな環境、サービス、社会に言及する際、CRPDおよびその根底にある人権モデルと整合性のある、人権に基づく表現を用いることの重要性を強調する。締約国は権利への平等なアクセスを確保する義務を負っているので、この枠組みを反映した文言で起草すべきであることを、CRPD委員会は強調する。
CRPD委員会は、高齢者の人権に関する政府間作業部会に対し、高齢者の人権に関する国際的な法的拘束力のある文書を起草する際に、これらの考慮事項を反映していただくことに、あらかじめ感謝の意を表します。CRPD委員会は、いかなる説明の要請にも応じ、またこのプロセスに対してさらなる提言を行う用意があります。

（翻訳：佐藤久夫、　　　　）
